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平成17年10月21日 

各  位 

パ イ オ ニ ア 株 式 会 社 

代表者名 代表取締役社長 伊藤 周男 

     （コード番号 ６ ７ ７ ３） 

     （東証・大証 市場第一部） 

問合せ先 常務執行役員経理部長 岡安 秀喜 

電  話 （０３）３４９４－１１１１ 

 

平成１８年３月期 業績予想の修正等に関するお知らせ 
 

 当社の平成18年３月期の通期および中間期の連結業績につきましては、次のとおりの見込

みとなりましたのでお知らせします。 

 

１．平成17年４月27日に発表した平成18年３月期（平成17年４月１日～平成18年３月31日） 

通期連結業績予想の修正 

                                （金額単位 百万円） 

 営 業 収 入
営 業 利 益
(△ 損 失 )

税引前利益 
(△ 損 失 ) 

当期純利益
(△ 損 失 )

前回発表予想（Ａ）  810,000  8,000  7,500  1,000 

今回修正予想（Ｂ）  770,000  △25,000  △28,000  △24,000 

増 減 額（Ｂ－Ａ）  △40,000  △33,000  △35,500  △25,000 

増 減 率  （％） △4.9  －  －  － 

（ご参考） 
前期実績（平成17年３月期） 

 733,648  2,592  △187  △8,789 

 

2．通期連結業績予想修正の理由 

 営業収入については、カーエレクトロニクス製品は順調に推移しているものの、下半期に

おいて、プラズマディスプレイ、ＤＶＤレコーダー等のホームエレクトロニクス製品が想定

以上の競争激化および市場価格の低下等により前回予想に対して減少することから、前回予

想を下回る見込みです。 

 利益面においては、前回予想に対し、上記ホームエレクトロニクス製品の売上が減少する

こと、プラズマディスプレイ事業の原価率がＯＥＭ（相手先ブランド生産）販売台数の減少

による工場操業度の低下により悪化すること、および一部海外生産拠点の統廃合に伴う営業

外費用を見込むことにより、前回予想を下方修正し、営業損益、税引前損益、当期純損益の

各項目で欠損を見込みます。 

 

 なお、業績の改善に向けて、昨年来進めている経営効率化施策に加え、現在新たにこの事

態に対処するための事業構造改革施策について検討を進めていますが、これに関連する費用

（営業外費用）は上記の通期修正予想に含めておりません。具体的な施策については、11月

下旬以降に発表する予定です。 

 

 業績予想における為替レートは、１米ドル＝110円、１ユーロ＝135円を想定しています。 
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3．平成18年３月期中間期（平成17年４月１日～平成17年９月30日）連結業績予想 

                                （金額単位 百万円） 

 営 業 収 入
営 業 利 益
(△ 損 失 )

税引前利益 
(△ 損 失 ) 

当期純利益
(△ 損 失 )

前年同期実績（Ａ） 
（平成17年３月期中間期） 

 345,047  13,398  12,438  4,809 

予 想    （Ｂ）  350,000  △16,500  △12,000  △12,500 

増 減 額（Ｂ－Ａ）  4,953  △29,898  △24,438  △17,309 

増 減 率  （％） 1.4  －  －  － 

（注）前期の年次決算から、従来営業費用に含めていた固定資産除売却損益を営業外収益・費用の 

その他（純額）に含めています。前年同期の実績についても組替表示しています。 

 

 

【ご参考】 

 平成18年３月期第２四半期および中間期の業績については、10月31日に発表の予定です。 

 

 
注意事項 

 当発表資料中、当社の現在の計画、概算、戦略、判断などの記述、また、その他既に確定した事実以外の

記述は、現在入手可能な情報による当社経営陣の仮定および判断に基づくものです。実際の業績は、さまざ

まな重要なリスク要因や不確実要素によって、見通しの中で説明されている業績から大きく異なる可能性も

あり、これらの記述に過度に依存されないようお願いします。また、当社は新たな情報、将来の事象、その

他の結果によってこれらの記述を常に見直すとは限らず、当社はこのような義務を負うものではありませ

ん。当社に影響を与え得るリスクや不確実要素には、(1)当社が関わる市場の一般的な経済情勢、特に消費

動向、(2)為替レート、特に当社が大きな売上や資産・負債を計上する米ドル、ユーロ、その他の通貨と円

との為替レート、(3)継続的な新製品導入、急速な技術開発、厳しい価格競争、主観的で変化しやすい消費

者の嗜好等を特徴とする、競争の激しい市場において、評価の高い製品やサービスを継続して設計・開発す

る能力、(4)事業戦略を成功させる能力、(5)事業に影響を与える技術開発の点で、競争、発展し、販売戦略

を成功させる能力、(6)研究開発や設備投資に十分な経営資源を継続して投下する能力、(7)ブランドイメー

ジを継続的に向上させる能力、(8)当社と他社との合弁や提携の成功、(9)偶発事象の結果などが含まれます

が、これらに限られるものではありません。 

 

 

以 上 


